
はじめに

　近年韓国では，老後の所得保障の低水準性と家族
扶養機能の弱体化により低所得層１）高齢者が著し
く増加しており，高齢者の貧困問題が多く取り上げ
られるようになった。
　OECD（２０１１）によると，韓国の６５歳以上高齢者
世帯の相対的貧困率（２０００年代半ば）は，OECD加
入諸国の平均１３.５％よりはるかに高い４５.１％で，そ
の中でも一人暮らし高齢者世帯の貧困率は７６.６％と
いう深刻な状況にある。１９９７年のIMF経済危機以

降，高齢者の貧困に関してさまざまな研究が行われ
ているが，低所得層高齢者が直面している具体的な
生活困難にまで言及しているものは少ない。
　本稿は，韓国の大都市における低所得層高齢者が
遭遇する生活困難について，筆者が２０１２年に行った
低所得層高齢者生活実態調査を通じて明らかにしよ
うとする試みである。本稿では，生活困難の実像を
把握するため，低所得層高齢者の生活を，食生活，
健康と介護，住居，労働の側面から総合的に把握す
る。さらに，昨今の社会経済的変化（特に，韓国特
有の借家慣行の変貌）がもたらした生活困難の現状
を明らかにする。
　研究の視点は，以下の５点である。①食生活の面
では，無料給食サービスへの依存度と食生活の状況，
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韓国の大都市における低所得層高齢者の
生活困難と生活不安

─在宅高齢者の食生活・介護・住居・労働問題を中心に─

朴　仁淑ⅰ

　今日，韓国の低所得層高齢者をめぐる諸施策は，家族扶養に隠されていた高齢者の貧困問題が，家族扶
養の激減により社会問題として取り上げられ，その対応に追われているのが現状である。本稿は，韓国の
大都市における低所得層高齢者が遭遇する生活困難について，筆者が２０１２年に行った低所得層高齢者生活
実態調査を通じて明らかにしようとする試みである。本稿では，生活困難の実像を把握するため，低所得
層高齢者の生活を，食生活，健康と介護，住居，労働の側面から総合的に検討する。加えて，韓国特有の
借家慣行の変貌をはじめとする昨今の社会経済的変化がもたらした生活困難の現状を明らかにする。調査
の結果から，厳しい社会経済状況の中で，出自の問題や教育機会の不在による不安定な就労，家族関係の
崩壊，貧困に連鎖する高齢者の生活問題が多く見られた。さらに，近年加速化している借家慣行の変貌に
よる家賃の新たな負担が，低所得層高齢者の生活困難を引きおこしていることが示された。
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②健康状態と医療においては，医療保障制度の利用
の現状，③介護と独居高齢者支援においては，老人
長期療養保険制度（介護保険制度）や独居高齢者支
援制度に対する低所得層高齢者の認知度と利用状況，
④住居においては，近年急速に広がっている賃貸借
契約方式の変化─韓国特有の伝貰（以下，「チョン
セ」）契約２）方式から日本のような賃貸契約方式へ
の移行─により，低所得層高齢者に住居の不安定さ
が増している現状，⑤労働問題においては，早くか
ら労働市場から排除され，古紙収集や政府の就労支
援に依存して生計を維持している現状である。

Ⅰ．高齢者の生活水準と老人福祉サービスの現状

　ここでは，現在韓国で高齢者の生活を支援するた
めに実施されている高齢者福祉サービスのなかで，
低所得層高齢者の生活と密接な関連がある政策を中
心に，本稿と関連する部分においてその現状を検討
していく。

１．高齢者の生活と社会保障
（１）公的年金制度の現状と基礎老齢年金制度
　韓国における公的年金制度は，１９８８年から施行さ
れその歴史はまだ浅い。６５歳以上高齢者の公的年金
の受給率は２００７年の２２.４％から増加はしているもの
の２０１１年現在３１.８％であり，その構成比は，国民年
金２８.４％，公務員年金３.０％，私学年金（私立学校教
職員年金）０.４％である３）。
　家族扶養機能の弱体化が進むなか，低水準の老後
所得保障を補うため，基礎老齢年金制度が２００７年か
ら実施されている。受給対象は，所得・財産水準が
一定金額４）以下の６５歳以上の高齢者である。月当
たりの支給額は単独世帯９万４６００ウォン５），夫婦世
帯１５万１４００ウォンで，財源は国（国の負担分は自治
体の財政により４割～９割）と自治体が負担してい
る（保健福祉部 ２０１２c）。２０１１年現在の基礎老齢年
金の受給率は，６７％である（保健福祉部 ２０１２a：
３８２）。しかしながら，現在の受給額では高齢者の貧

困状況は改善されないために，支給額の増額と受給
対象をめぐって議論が起きている。
（２）老人長期療養保険制度と自己負担の問題
　韓国の介護保険制度である老人長期療養保険制度
は，２００８年７月から実施されている。サービスの内
容は，①在宅給付として，訪問療養（訪問介護），訪
問看護，訪問沐浴（訪問入浴），昼夜間保護（デイサ
ービス），短期保護（ショットステイ），福祉用具，
②施設給付として，老人療養施設（特別養護老人ホ
ーム），老人療養共同生活家庭（グループホーム）が
ある（老人長期療養保険法第２３条および施行令第９
条，老人福祉法第３４条参照）。自己負担は，在宅サ
ービスの利用時は当該長期療養給付費用の１５％（施
設サービス利用時は２０％）になっており，国民基礎
生活保障（生活保護）受給者の場合は無料，法律で
定められた低所得層は自己負担が上記の半分になる
（老人長期療養保険法第４０条参照）。しかし，老後所
得が少ない高齢者の生活水準を考慮すると，日本よ
り高い自己負担は，介護サービス利用において制約
になると考える。
（３）公的扶助と扶養義務者規定，住居給付の問題
　韓国の公的扶助としては国民基礎生活保障制度が
２０００年から実施されている。２０１２年現在の全国の要
保護高齢者世帯は２３万６６１７世帯で，受給者世帯全体
の２８.８％を占めており，６５歳以上高齢者総人口対比
受給率は，女性高齢者７.７％，男性高齢者４.３％で，女
性の方が３.４％高い（保健福祉部 ２０１３c）。
　国民基礎生活保障制度においては，第一に，受給
権者の扶養義務者規定をめぐって，制度の施行
（２０００年）以降絶えず問題が指摘されている。国民
基礎生活保障法第５条は，受給権者の要件を，「扶
養義務者がいない」もしくは「扶養義務者がいても
その扶養義務者に扶養能力がない又は扶養を受けら
れない」者として，所得認定額が最低生計費以下で
ある者と定めている。扶養義務者の範囲は「１親等
以内の血族とその配偶者」で，血縁関係にある息子
や娘に所得がない場合は，息子又は娘の配偶者（嫁
又は婿）に基準以上の所得があると，「扶養能力あ
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り」とみなされる（保健福祉部 ２０１３b）。
　扶養義務者が「扶養能力なし」と判定されるため
には，所得基準と財産基準を同時に満たさなければ
ならない６）。まず，所得基準においては，扶養義務
者の所得が扶養義務者世帯の最低生計費の１３０％未
満，さらに財産基準においては，財産の所得換算額
が受給権者および扶養義務者世帯各々の最低生計費
の合計が４２％未満の場合である（国民基礎生活保障
法施行令第４条，図１参照）。「扶養義務微弱」の所
得基準は，扶養義務者の所得が扶養義務者世帯の最
低生計費の１３０％以上，受給権者および扶養義務者
各々の最低生計費の合計が１３０％未満（高齢者，障
害者，片親世帯の扶養義務者は１８５％未満）の場合
であり，財産基準は扶養能力なしの場合と同様であ
る（国民基礎生活保障法施行令第４条，図１参照）。
　この規定と関連し行った保健福祉部（日本の厚生
労働省に相当）の扶養義務者調査（２０１１年７月実
施）では，確認対象者３８万７千人のうち，約３万３

千人の受給中止（９％），１４万人の給付額減少
（３６％），９万５千人の給付額増加（２５％）となり，
１１万９千人（３１％）が現状の水準を維持した（保健
福祉部 ２０１１a）。
　しかし，この扶養義務者調査は，扶養意識の現状
を反映していない。統計庁（韓国）の『社会調査』
で，親の老後生計に対する扶養意識を聞く質問につ
いて見ると，１９９８年の「自ら解決」８.１％，「子ども
扶養責任」８９.９％，「社会・その他」２.０％から，２００８
年の「自ら解決」１１.９％，「家族」４０.７％，「家族・社
会・国家」４３.６％，「政府・社会」３.８％に変化してお
り，１０年間で高齢者扶養意識に大きな変化が表れて
いる。扶養意識の変化とともに家族扶養機能は弱体
化するばかりであるが，家族扶養を強要する制度に
より，高齢者の生活不安は増しているのである。
　第二に，低い住居給付（日本の住宅扶助に相当）
水準の問題がある。２０１２年現在１人世帯の住居給付
額は，８万７６５６ウォンである（表１参照）。住居給
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       表１　最低生計費と現金給付基準，生計給付額，住居給付額 （単位：ウォン）

住居給付額生計給付額８）現金給付基準７）最低生計費

８７,６５６３６５,３９３４５３,０４９５５３,３５４１人世帯
１４９,２５２６２２,１５６７７１,４０８９４２,１９７２人世帯
１９３,０７９８０４,８５３９９７,９３２１,２１８,８７３３人世帯
２３６,９０８９８７,５４９１,２２４,４５７１,４９５,５５０４人世帯

出所：保健福祉部（２０１２d）『２０１２年国民基礎生活保障事業案内』１４４より作成。

図１　扶養義務者の扶養能力判定についての基本原則
注：A－受給権者世帯の最低生計費，　B－扶養義務者世帯の最低生計費
出所：保健福祉部（２０１３b）『２０１３年国民基礎生活保障事業案内』２６「扶養能力の基本図解」。



付額が現在の生活水準を反映していない背景には，
最低生計費の計測基準が中小都市のチョンセ住宅に
住む４人世帯（イ・テジンほか ２０１１：７９）を対象に
しているからである。チョンセ住宅を基準にするこ
とで，後述する借家慣行の変貌により，実際の住居
費水準と住居給付額のギャップが大きくなっている。

２．借家慣行の変貌と低所得層への賃貸住宅政策
（１）チョンセから月極への借家慣行の移行
　まず，近年の借家慣行と関連する大きな変化は，
賃貸契約方式がチョンセ契約から月貰（ウォルセ：
月極の意味，以下「月極」）契約に転換していること
である。現在，韓国における主な賃貸契約は，チョ
ンセ，保証金付き月極，月極（保証金なし）があり，
表２のような分布を見せている。チョンセは，毎月
の家賃はなく，伝貰契約期間の終了で，チョンセ金
は賃借人に返還される。チョンセは，住宅価格の上
昇を予想し投資目的で住宅を購入する際，購入資金
の不足分をチョンセ金により充てることで，所有主
に好まれてきた。また，銀行金利が高かった時代に，
不動産の所有主はチョンセ金を銀行に預け利子を得
るという魅力ある手段だった。
　一方，賃借人においても，入居時には多額のチョ
ンセ金が必要になるが，退去時にチョンセ金が全額
戻ってくること，なにより毎月の家賃が発生しない
ことから，好まれる慣行であった。法律（住宅賃貸
借保護法）は，賃借人のチョンセ契約を保護するこ
とに集中している。
　しかし，不動産景気の低迷と銀行金利が低くなる
につれ，チョンセが月極に転換してきたのである。

チョンセ物件の不足は，チョンセ住宅価格の高騰状
況を招いている。２０１１年の全国住宅チョンセ価格は，
前年に比べ１２.３％上昇し，２００１年以来最も高い上昇
率を見せている（韓国鑑定院 ２０１２）。借家慣行の変
貌は，今までは発生しなかった家賃の支出に加えて，
特に低所得層の生活に深刻なしわ寄せをもたらして
いるのである。
（２）低所得層賃貸政策と永久賃貸住宅
　次に，低所得層に対する国の賃貸住宅政策を見て
みよう。韓国における公共賃貸住宅は，永久賃貸住
宅，国民賃貸住宅，５０年賃貸住宅と５年賃貸住宅１０）

などがある。
　まず，永久賃貸住宅１１）は，低所得層住居安定の
ため１９８９年から供給されはじめ，１９万戸が建設され
たが，１９９３年に中断された。永久賃貸住宅の供給当
初は，入居対象を生活保護受給者の中で自活保護，
居宅保護者，低所得の母子家庭，国家有功者などに
限定した。しかし，当時としては低所得層には高い
家賃と都心部から遠い地理的位置により，各地の永
久賃貸住宅団地の未入居状態が起きた。それにより，
入居基準が緩和され，一部は一般にも供給された
（パク・ユンヨン １９９７）。一般入居者の場合は，保
証金と家賃が高くなる。現在，国民基礎生活保障
（以下，基礎生活保障）世帯の永久賃貸住宅（専用面
積２４.４２㎡の場合）は，最初保証金１４９万ウォン・最
初家賃水準３万４３００ウォン，管理費は３万７千ウォ
ン程度である１２）。
　一方，国民賃貸住宅１３）は，保証金と家賃水準が
永久賃貸住宅に比べ高い。その背景には，事業費の
構成中政府支援の割合が，永久賃貸住宅の場合８５％，
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表２　行政区域別住宅の占有形態（２０１０） （単位：戸）

合計無償サグルセ９）月極保証金付月極チョンセ自家（持家）区分

１７,３３９,４２２４８３,６６０２２９,７２５３４１,５８３３,１４８,２０９３,７６６,３９０９,３８９,８５５全国
（１００％）（２.７９％）（１.３２％）（１.９７％）（１８.１５％）（２１.７２％）（５４.１５％）（構成比）
３,５０４,２９７４９,３７５１９,２７１６０,９０３７８２,６９６１,１５２,７１４１,４３９,３３８ソウル市
（１００％）（１.４１％）（０.５５％）（１.７４％）（２２.３３％）（３２.８９％）（４１.０７％）（構成比）

注：四捨五入のため，合計は１００％にならない。
出所：統計庁（２０１０）『人口住宅総調査』より作成。



国民賃貸住宅は４０％という問題などがあった（パ
ク・シンヨン ２００７：４２）。
　永久賃貸住宅を除いて，低所得層のための賃貸住
宅政策として「多家口１４）買入住宅」政策が２００４年
から全国的に実施されている。多家口買入住宅１５）

は，LH公社（韓国土地住宅公社），SH公社（ソウル
市都市開発公社）などの公共機関が，都心部にある
既存の住宅を購入（買入）し，基礎生活受給者など
の低所得層に安く賃貸（チョンセ基準で市場チョン
セ価格の約６０％水準，保証金付き月極も可能１６））す
る公共賃貸住宅である。しかしながら，その実績は
２００８年現在２万３６１８戸でまだ少ない（キム・ヨン
テ ２０１０：９）。２０１２年現在，全国（括弧内はソウル
市の場合）の主な公共賃貸住宅の在庫は，永久賃貸
住宅１９万６９４戸（４万５９９８戸），国民賃貸４５万５１０７戸
（２万９４２７戸）等である（国土交通部「国土交通統計
ヌリ」）。

３．その他の高齢者福祉サービスの現状
（１）独居高齢者支援制度
　高齢者の高い自殺率１７）と孤立死の問題が台頭し，
独居高齢者を支援するために「老人ドルボム基本サ
ービス」が２００７年から実施された。老人ドルボム基
本サービスは，６５歳以上の独居高齢者を対象に，①
定期的安否確認が必要な場合，②所得，住居，社会
的接触などの水準が劣悪化して高齢者関連の保健福
祉サービスの支援が必要な場合，③安否確認が必要
な対象ではないが，定期的な生活点検，社会的接触
の提供が必要な場合（但し，他制度による在宅サー
ビスを受けている高齢者は例外）に，福祉サービス
が提供されるものである（保健福祉部 ２０１３a）。サ
ービス対象者には，老人ドルボミ（高齢者世話員）
が，週１回の自宅訪問と週２回の電話による安否確
認，月２回の生活教育（健康，運動関連）のサービ
スを提供１８）する。サービスの利用は無料であるが，
老人長期療養保険サービス利用者は，独居の場合で
も適用外である。

（２）食生活への無料給食支援
　低所得層高齢者の欠食を防止するため，無料給食
支援を行っている。無料給食支援は，①敬老食堂で
の無料給食，②外出が不自由な在宅高齢者のための
配食サービスがある。主な対象は，基礎生活保障受
給者，「次上位階層（ボーダーライン層）」の６０歳以
上高齢者である（保健福祉部 ２０１３a）。
　敬老食堂は１９９０年１９），外出が不自由な在宅高齢
者ための配食サービスは１９９６年２０），ソウル市で初
めて実施された。実施主体は自治体で，社会福祉館，
老人福祉館２１）などの社会福祉機関に委託運営され
ている。敬老食堂に対する自治体の支援額は，ソウ
ル市の場合一人当たり１食約２千８００ウォンだが，
筆者の敬老食堂支援担当者ヒアリングによると，自
治区の財政状況により少し多い場合もある。敬老食
堂での給食支援は，週５～７回実施されており，在
宅高齢者ための配食サービスは，お弁当配食（昼
食）は週６～７回，おかずのみの配食は週２回程度
が多い。無料給食の運営における人材（食堂の調理
補助，配食など）は，後述する高齢者就労支援事業
による高齢者もいるが，一般的にはボランティアに
依存している場合が多い。
（３）高齢者就労支援事業
　高齢者就労支援事業（韓国名：老人イルザリ事
業）は，２００４年から実施されており，表３のように
構成されている。
　基礎生活保障受給者は対象外（医療給付２種は対
象）であり，公益型と福祉型は，主に基礎老齢年金
受給権者の所得認定額を基準に選抜される。２０１２年
の実績は，公共分野の仕事（社会貢献型）が２１万
７７１０件で，全体の８９.５％を占めている（韓国老人人
力開発院 ２０１２a：４０）。所要予算の大概は，国と自
治体が負担しており，２０１２年の予算執行の割合は，
国費４２.０％，市・道費２８.３％，市・郡・区費２９.６％，
民間０.２％になっている（韓国老人人力開発院 
２０１２a：７０）。
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Ⅱ．研究方法と調査の概要

１．韓国における高齢者貧困研究の動向
　韓国で貧困研究が活発に行われるようになったの
は，１９９７年のIMF経済危機以降である。高度経済成
長の陰にあった貧困問題は，IMF経済危機により貧
困を再認識させることになった。セーフティ・ネッ
トの機能を果たせなかった旧生活保護法を見直し，
国民基礎生活保障法が制定されたこともこの時期の
ことである。
　韓国で高齢者を対象にした全国規模の標本調査が
実施されたのは，『国際比較研究高齢者実態調査生
活と意識構造』（１９８１年に日本の内閣府が実施，韓
国での調査はGALLYP調査研究所が実施）である
（チョン・キョンヒほか ２０１２）。韓国の公共研究機
関が実施した調査としては，１９８５年に韓国保健社会
研究院が実施した『老人生活実態調査』がある。そ
の後，２００７年の老人福祉法の改正により，高齢者の
保健および福祉に関する実態調査が義務付けられ
（老人福祉法第５条参照），２００８年，２０１１年に『老人
実態調査』が行われた。さらに，高齢者だけを対象
にした調査ではないが，縦断的調査として，『労働
パネル調査』，『国民老後保障パネル調査』，『韓国福
祉パネル調査』などが実施されている（チョン・キ

ョンヒほか ２０１２）。
　部門的調査としては，高齢者の住居実態に関する
『高齢者住居実態調査』が２００７年国土研究院により
行われた。また，高齢者就労支援事業に関する『老
人イルザリ事業参与老人実態調査』が，韓国老人人
力開発院によって２００７年から行われている。
　さらに，敬老食堂，永久賃貸住宅に関する調査研
究が行われており，高齢者の福祉ニーズや生活満足
度に関する調査研究も盛んに行われている。しかし
ながら，昨今の急変している社会経済状況と関連し
て，高齢者が遭遇する生活困難を明らかにした研究
はほとんどない状況である。

２．研究方法
　本稿は，韓国における低所得層高齢者の生活困難
の実像を明らかにするため，２０１２に筆者が実施した
低所得層高齢者の生活実態調査結果を中心に分析を
行う。

３．調査の概要
（１）調査地域と調査対象者
　調査地域は，２つの大都市（ソウル市とインチョ
ン市）に所在する社会福祉機関のうち，一般住宅地
域５ヶ所および永久賃貸住宅地域８ヶ所（社会福祉
館１１か所，老人福祉館１ヶ所，独居高齢者支援事業
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表３　高齢者就労支援事業（韓国名：老人イルザリ事業）の概要

報酬，従事期間，時間仕事の内容区分

・月２０万ウォン
　（人件費負担－国５０：自治体５０）
・年に９か月間実施（２０１２年までは７か月）
・月３６～４０時間
　（週３回，１回３時間の場合が多い）

小学校の通学安全指導，
街の環境改善など

公益型
社会貢献型
（公共分野） 教育機関の学習講師など教育型

独居老人の日常生活支援など福祉型

・連携企業からの受益，政府の一部援助
　（報酬は連携企業の発注量と作業量によって異なる）
・年中実施
・週５日勤務が多い

共同作業場など市場型市場進入型
（民間分野）

・民間企業などに派遣警備員などを派遣人材派遣型

出所：保健福祉部（２０１３d）『２０１３年老人イルザリ事業総合案内』より作成。



所１ヶ所）である。調査対象者は，社会福祉機関か
ら支援（無料給食，高齢者就労支援事業，独居高齢
者支援事業など）を受けている６５歳以上の高齢者
２１６人であった。
（２）調査実施期間
　・予備調査：２０１２年１月３０日～２月１４日
　・本調査：２０１２年７月３日～８月１４日
（３）調査方法
　調査対象者の識字率が低いことから，調査への理
解を深めるため質問紙による面接調査を行った。
（４）調査事項
　調査結果中本稿で検討する調査事項は，①基本属
性（学力など），②親族関係（子ども，同居人など），
③健康状態（医療保障制度の利用など），④介護と

独居高齢者支援（老人長期療養保険の認知度など），
⑤食生活（普段の食事状況など），⑥住居（占有形態
など），⑦勤労活動（最長職業など），⑧高齢者就労
支援（就労支援制度の認知度など），⑨古紙収集活
動（古紙収集を続ける理由など），⑩生活状況（経済
的な暮らし向きなど）である。
　調査項目の開発においては，『高齢者の日常生活
に関する意識調査（２００９，日本）』，『高齢者の経済生
活に関する意識調査（２０１１，日本）』，『２０１０年韓国福
祉パネル基礎分析報告書』の調査項目を主に参考し
た。
（５）倫理的配慮
　本研究は，立命館大学の「人を対象とする研究倫
理委員会」による承認を得て実施された。
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表４　回答者の基本属性

性別

合計女性男性

％実数％実数％実数

９.３２０７.９１７１.４３６５歳～７０歳年齢
２０.８４５１６.２３５４.６１０７１歳～７５歳
２８.７６２２４.１５２４.６１０７６歳～８０歳
２６.９５８２５.５５５１.４３８１歳～８５歳
１１.１２４９.３２０１.９４８６歳～９０歳
３.２７３.２７００９１歳以上
１００.０２１６８６.１１８６１３.９３０合計

１０.７２３７.４１６３.３７既婚（配偶者同居）結婚
４.２９３.３７　.９２既婚（配偶者別居）
７０.７１５２６５.６１４１５.１１１死別
９.８２１６.０１３３.７８離婚
４.７１０３.７８　.９２結婚したことがない
１００.０２１５８６.０１８５１４.０３０合計

２６.０５６２５.１５４.９２未就学（非識字）学歴
８.８１９８.４１８.５１未就学（識字）
８.８１９８.４１８.５１小学校中退
３１.６６８２６.９５８４.７１０小学校卒
１０.２２２８.８１９１.４３中学校卒
９.８２１５.６１２４.２９高校卒
３.７８２.３５１.４３専門学校以上
１.０２.５１.５１その他
１００２１５８６.０１８５１４.０３０合計



Ⅲ．調査結果の概要と考察

１．回答者の基本属性と親族関係
（１）回答者の基本属性
　性別は，男性３０人（１３.９％），女性１８６人（８６.１％）
であった。年齢は，最年少６６歳，最高齢９６歳，平均
年齢は７９歳であった。年齢は，韓国の慣習であり，
高齢者の生活基準になっている数え年を基準にした。
婚姻関係は，既婚（配偶者同居）１０.７％，既婚（配偶
者別居）４.２％，死別７０.７％，離婚９.７％，結婚したこ
とがない４.７％であった（表４参照）。
　『第７回高齢者の生活と意識に関する国際比較調
査』の結果では，韓国の高齢者の場合，同居６０.８％，
死別３４.８％，別居あるいは離婚２.７％，結婚したこと
がない０.９％であった（内閣府 ２０１０：６）。本稿によ
る調査結果が，別居，離婚，生涯未婚において，高
い割合を見せている。
　回答者の識字率は７４％であった。学歴は「未就学
（非識字）」２６.０％，「未就学（識字）」８.８％，「小学校
卒業」３１.６％で，経済的な理由，儒教的慣習から女
性の低学歴者が多く，小学校中退者も８.８％あった。
　全国規模の『２０１１年度老人生活実態調査』の結果
は，就学（非識字）１０.９％，未就学（識字）２０.７％，
小学校卒業３５.４％，中高校卒業２５.９％，専門大学以
上　６.９％であり（チョン・キョンヒほか ２０１２：
１００），本調査の回答者の学歴と識字率の方が低い。
（２）回答者の親族関係と一人暮らしの状況
　「現在子どもがいる」と答えた人は７９.６％，「子ど
もはいない」と答えた人が２０.４％であった。同居人
がいる人は２８.２％（６１人），一人暮らしの人は７１.８％
（１５５人）であった。同居人（複数回答）は，図２で
見るように配偶者が多いが，未婚の子どもと同居す
る場合も多い。面接の際，同居している未婚の子ど
もは，障害や貧困による未婚状態で，その子どもの
世話を高齢者がしているという話しも多数聞かれた。
また，子どもの離婚・家出により孫を養育，同居し
ている高齢者２２）もいた。

　さらに，一人暮らし期間においては，「１０年以上
～２０年未満」が２１.８％，「２０年以上」が４８.１％で，長
期間一人暮らしをしている人がもっとも多い。
　家族や親族のうち日頃行き来している人（複数回
答）は，図３のような結果であったが，行き来して
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 図２　同居している人 n＝６１

 図３　家族・親戚中行き来している人 n＝２１５

 図４　現在心配ごと・悩み事があるか n＝２１６



いる人が誰もいないと答えた人が２３.３％（５０人）い
た。
　現在心配ごと，悩みごとがあるか（複数回答）に
ついては，図４でみるように，「心配ごとはない」と
答えた人が２０.４％（４４人）いる反面，「自分の健康」
４９.５％（１０７人）に続き，「生活費など経済的問題」
をあげた人が３３.３％（７２人）であった。
　『第７回高齢者の生活と意識に関する国際比較調
査』で，韓国の高齢者は，悩みやストレスの内容と
して，自分の健康や病気について４８.０％でもっとも
多く，生活費について４２.２％の順になっており（内
閣府 ２０１０：７０），本調査と似っている結果を見せて
いる。
（３）基本属性と親族関係からみる回答者の特徴
　回答者のもっとも大きな特徴は，非識字または低
学歴ということである。回答者の３４.８％が未就学状
態で，教育を受けたことがない。また，別居や生涯
未婚の割合も大きいが，特に，離婚に対して否定的
見方が支配的だった時代的背景２３）を考えると離婚
の割合が大きいことも特徴である。さらに，高齢期
に入っては，長年の一人暮らしか，もしくは同居す
る家族がいても，同居の子どもや孫の世話をしてい
る人であった。

２．健康状態と医療保障の利用の現状
（１）調査結果
　普段の健康状態を聞く質問には，「とても健康で
ある」０.５％，「どちらかといえば健康である」９.７％，
「普通」１１.１％，「あまり健康ではない」４９.１％，「と
ても健康を害している」２９.６％であった。昨年１年
間入院したことがあるかについては，「ない」６８.７％，
「ある」３１.３％であった。
　医療保障制度の利用に関しては，「健康保険制度
を利用している」が３４％，「医療給付（医療扶助）を
利用している」は６６％であった。
　過去１年間の生活状況を聞いた図９で見るように，
医療機関の利用において，「お金がなくて病院に行
けなかった経験がある」と回答者の１４.８％（３１人）

が答えている。さらに，医療給付受給者の１３％がそ
のような経験があると答えている。
（２）医療給付における「過剰診療」問題
　医療給付財政の悪化により，医療機関に支給する
医療給付者の診療費未支給事態が２０１０年以降繰り返
されている。その原因として頻繁に取り上げられて
いるのが医療給付者のいわゆる「過剰診療」問題で
ある。
　韓国では，医療給付者の過剰診療を抑制するため，
２００７年より医療給付者に対して診療費の一部を負担
させる「本人負担制（自己負担）」が実施されている。
医療給付受給権者は１種と２種に区分されており，
種により自己負担が異なる２４）。
　監査院の報告書では，健康保険患者と比べ，医療
給付患者の１人当たり診療費が４.３９倍，１人当たり
診療日は２.３３倍になっていると指摘されており，医
療給付負担金の財政悪化を理由に，医療給付者の本
人負担額を調整するように勧めている（監査院 
２０１２）。さらに，同報告書は，１月などの冬場に１
ヶ月間２０日以上入院する「長期入院」患者が急増し
ていると指摘し，１種医療給付者の入院が無料とい
うことで，居住や休養目的の受給者が相当数いると
推定している。医療給付の本人負担分については，
本人負担金補償金制，本人負担上限制などの支援措
置を設けているが，実際医療給付者が肌で感じる負
担は大きいものである。ユ（２０１３：１６）は，「韓国の
医療保障制度の特徴の一つは，自己負担中非給付が
占める割合が高く，非給付診療費は診療費規模に比
例して発生する。従って医療保護１種受給者だとし
ても，診療費規模が大きくなると，法定自己負担は
ほぼ発生しないが，過重な非給付診療費負担になる
しかない」と指摘している。
　政府が指摘する過剰診療問題は，低所得層高齢者
の現状とはかけ離れていると思われる。調査結果か
らみるように，医療給付を受けていても，病院に行
けなかった経験があると答えている。
　面接の際，検査費用が高くて薬で我慢している意
見が多数聞かれた。外観からみても異常が感じられ，
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周りから病院診療を進められている○氏は，「すで
に病気でお金を費やした。給付費４５万ウォンから家
賃２０万ウォンを支払うと残り２５万ウォンで光熱費や
食費を含む生活費に充てるしかない今の状況では，
病院の検査費用など医療費を払うのは困難である」
と話した。過剰診療の問題を，無料診療あるいは自
己負担が少ないためだけにみるよりは，長期入院が
なぜ冬場に急増するのかといった実例のような背景
の把握と根本的な解決策を探るべきであろう。

３．介護と独居高齢者支援
（１）介護と独居高齢者支援に関する調査結果
　日常生活を営むうえで，誰かの援助（世話や介
護）が必要かの質問に関しては，「まったく不便な
ことはない」３０.０％，「少し不便だが一人で何とかで
きる」６１.８％，「他人の援助を一部受けている」６.８％，
「全面的に他人の援助を受けている」１.４％となった。
　老人長期療養保険の認知度に関しては，「知って
いる」と答えた人が５３.３％，「知らない」と答えた人
が４６.７％であった。『２０１１年老人実態調査』の認知
率６２.８％（チョン・キョンヒほか ２０１２）に比べると，
少し低い水準である。
　介護サービスの利用経験（複数回答）では，制度
を知っていると答えた人１１４人のうち１１.４％（１３人）
が訪問介護サービスを，２.６％（３人）が訪問看護サ
ービスの利用経験があると答えた。
　独居高齢者支援制度である老人ドルボム基本サー
ビスについては，「知っている」と答えた人が３２.６％，
「知らない」と答えた人が６７.４％であった。さらに，
その利用経験においても，「ある」と答えた人は
２１.６％に過ぎず，本調査の一人暮らし高齢者の割合
を考えると，まだ制度が認知されていないといえる。
（２）介護サービス利用と独居高齢者支援の課題
　老人長期療養保険と老人ドルボム基本サービスの
認知度が低いことが明らかになった。さらに，支援
の伝達体系が複雑で，高齢者自身がどのようなサー
ビスを受けているか把握されてない問題がある。療
養保護士（ホームヘルパーに類似），老人ドルボミ

の業務領域は異なるが，高齢者においては似たよう
なサービスである。
　今回の調査では，介護サービスの利用率自体が低
いために，公的扶助を受けられない高齢者の自己負
担による介護サービス利用の排除問題は把握できな
かった。国が示した統計資料では，療養保険の認定
を受けているにもかかわらず利用しない理由が何か
は，明らかになっていない２５）。

４．食生活
（１）食生活に関する調査結果
　食生活においては，普段の食生活と敬老食堂を中
心とした支援状況を把握した。まず，普段の食事中，
ほぼ毎日とっている食事（複数回答）は，「朝ご飯」
７９.９％，「昼ご飯」９６.７％，「晩ご飯」９４.４％であった。
　普段の食事を主にどうしているか（複数回答）に
ついては，図５のような結果になっている。この調
査結果から，食生活への支援状況と自宅での食事状
況がうかがえる。支援状況においては，当然のこと
（敬老食堂利用者が主な調査対象）であるが，「敬老
食堂を利用している」人が７３.１％（１５８人）であった。
さらに自宅での食事状況においては，「自分で作る」
と答えた人が９０.７％（１９６人）で最も多い。図５で見
るように，敬老食堂の公的支援だけではなく，宗教
団体や地域（近所の人，お店など）から，食事，米，
おかず，キムチ，パン（または餠）の支援などの私
的支援にも依存している。
　敬老食堂の利用理由としては，「食費を節約する
ため」をあげた人が３１.０％でもっとも多く，「敬老食
堂利用者との交流のため」１８.４％，「一人で食べるの
は寂しいから」１４.６％，「食事の用意が面倒だから」
１０.８％，「豊富な献立」９.５％，「栄養が取れる」５.７％，
「美味しい」３.８％，「その他」６.３％であった。敬老食
堂利用者の１週間の平均利用回数は，５回が５１.６％，
６回が４１.０％でほぼ毎日利用している状況である。
　月平均の食費は，５万ウォン未満９％，５万～１０
万ウォン未満２０.５％，１０万～１５万ウォン未満４２.３％，
１５万～２０万ウォン未満１４.１％，２０万～２５万ウォン未
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満１１.５％，２５万ウォン以上２.６％の分布を見せている
が，回答者の半数以上（１１６人）が，食費でどれくら
い支出しているかわからないと答えている。
　面接の際，「住居費と光熱費を払った後のお金が
食費になるので特に食費と項目を設けるくらいの金
額になっていない」，「その日暮らしのため，今まで
家計符をつけたことがない」などの意見が聞かれた。
　食事に関して困ったことがあるか（複数回答）に

関しては，「特に困ったことはない」と答えた人が
４９.８％（１０５人）で最も多いが，「経済的な困難」を
あげた人も３１.８％（６７人）いた（図６参照）。
　一方，「経済的な困難により，食事の量を減らし
たり，食事を抜いたことがあるか」の質問に，１０.６％
（２２人）が「ある」と答えている。
（２）食生活における生活困難の現状
　食生活においては，多くの部分を，公的又は私的
支援に依存していることが明らかになった。調査結
果からみるように，食費節約や栄養摂取のため敬老
食堂を利用することが多く，食事支援に依存してい
る状況であった。さらに，近隣，宗教団体，地域の
店などの私的支援もあった。しかしながら，このよ
うな公的・私的支援を受けているにも関わらず，時
には食事を抜くまたは減らす人もいた。９０歳を越え
た○氏は「牛乳が好きで，毎朝配達の牛乳を飲んで
いたが，住居費や光熱費が負担になり，牛乳の値上
げを機に飲むのをあきらめた」と話した。
　また，低所得層高齢者のすべてがこのような支援
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 図６　食事に関して困っていること n＝２１１

 図５　普段の食事をどうしているか ３M.A.　n＝２１６



を受けているわけではない。社会福祉館，老人福祉
館，一部の敬老堂２６）などで給食支援をしているが
利用制限，距離上の問題で，給食支援を受けてない
高齢者が多いと思われる。ソウル市の状況だけを見
ても，ソウル市の２０１２年現在６５歳以上基礎生活保障
受給高齢者は５万７９０８人（保健福祉部 ２０１３c：３３）
であるが，２０１３年度無料給食対象者は，敬老食堂１
万１４２１人，お弁当配食４５９５人，おかず配食６３４２人で
ある（ソウル市 ２０１３）。
　自治体の支援は，ほぼ食材の購入に充てるため，
予算不足により敬老食堂や配食にかかわる人材はボ
ランティアに依存している状況である。
　物価水準と比べ生計給付が少ない現在，低所得層
高齢者の食生活に対する検討が必要と思われる。

５．住居
（１）住居状況に関する調査結果
　住宅の占有形態においては，永久賃貸住宅（１０６
人）を保証金付き月極に分類しているので，保証金
付き月極が最も多い（表５参照）。
　永久賃貸住宅居住者のうち居住期間が２０年を超え
る割合は４０.６％で，高齢者の長期居住により永久賃
貸住宅団地の高齢化が進んでいる。
　チョンセ金の分布においては，１千万ウォン未満
が７.７％，１千万ウォン～３千万ウォン未満４６.２％，
３千万ウォン～で５千万ウォン未満２６.９％，５千万

ウォン以上は１９.２％で，３千万ウォン未満のチョン
セ住宅居住者が半分以上を占めている。保証金付き
月極の家賃水準は，永久賃貸住宅が多いことから，
５万ウォン未満の場合が３４.８％で最も多く，５万ウ
ォン～１０万ウォン未満２３.２％，１０万ウォン～２０万ウ
ォン未満１５.９％，２０万ウォン～３０万ウォン未満１５.９
 ％，３０万ウォン以上１０.１％である。
　「ここ３年の間に，居住している（もしくは居住
していた）住宅が，チョンセから月極に変更された
ことがあるか」の質問には，３人が「ある」と答え
た（予備調査１件，本調査２件）。３件ともに，今ま
ではなかった家賃の支出が負担になり，生活が苦し
くなっていると話した。借家慣行の変貌による影響
が，実際高齢者の生活の中で現れている。
（２）地下居住と住居環境に対する調査結果
　住宅の位置（居住している住宅の階）においては，
「地上」８７.３％，「地下と半地下」１１.８％，「屋上」
０.９％で，地下と半地下の居住者からはカビが頻繁
に発生し臭いがきつい，浸水されるか不安であるな
どの意見が聞かれた。表２で引用した統計庁
（２０１０）の『人口住宅総調査』では，全国１７,３３９,４２２
世帯中，地上９６.７％，地下（半地下を含む）３.０％，
屋上０.３％の割合である。同調査でソウル市の場合
は３,５０４,２９７世帯中，地上９０.４％，地下８.８％，屋上
０.８％の割合になっており，大都市は高い住居費が
原因で地下居住者が多い。
　さらに，地下住居以外にも，再開発によりチョン
セ価格が高騰したが，住み慣れた地域で暮らすため
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表５　居住住宅の占有形態

有効％実数

８.１１７持家
１４.７３１ジョンセ
６６.４１４０保証金付月極
３.８８月極
５.７１２家族所有
１.４３その他

１００２１１合計

写真１　敬老食堂の食事の例（筆者撮影）



古い旅館の一室を借り居住している事例，住み込み
家政婦として入居し，高齢により家政婦をやめた後
も，元雇用主の好意による無償居住，又は家賃の支
払いで，マンションの一室を借りて住み続ける居住
者の事例，撤去地域の居住事例，無許可住宅居住の
事例など非典型的住居の事例もあった。
　「現在住んでいる住宅，または住居生活について
不便・不満な点があるか」の質問（複数回答）につ
いては，「特に不便・不満な点はない」がもっとも
多く，チョンセ住宅居住者のうち５人が「いつチョ
ンセから月極に変わるか不安である」と答えている
（図７参照）。
（３）最低住居保障と居住不安定問題
　チョンセ住宅価格の高騰，月極への転換という社
会経済的変化により，低所得層の居住不安定の状況
が増している。さらに，基礎生活保障制度の住居給
付額そのものが現実の住居費水準とはかけ離れてお
り，最低住居水準を保障できない状況がある。

　表６で引用したように，２００５年と２０１２年の基礎生
活保障受給者世帯の住居類型を比べてみても，その
変化は明らかである。全体世帯の数は大きな変化が
ない中で，保証金付き月極の数は倍近く増加してお
り，自家とチョンセ住宅は著しく減少している。
　もう一つの問題は，低所得層を対象にした賃貸住
宅政策が１９９３年以降ほぼ行われていないことである。
国民賃貸住宅の建設，多家口買入住宅賃貸政策など
を行っているが，前者においては低所得層の所得水
準に比べ高い賃貸料，後者においては依然として低
い実績の問題がある。１５坪基準で月住居費は，永久
賃貸住宅と買入賃貸住宅の住居費水準は１０～１２万ウ
ォン，建設国民賃貸住宅は２０～４６万ウォン水準であ
る（イ・ジョンコン ２００６：３０１）。永久賃貸住宅の
長期居住者が多く，居住の固着化が進んでいる現在，
安定した住居を確保するため，低所得層向けの新た
な賃貸住宅政策が必要と思われる。
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表６　国民基礎生活保障受給者の住居類型別現状 （単位：世帯）

総計その他
共同
家庭

保護機
関提供

家庭
委託

永久
賃貸

保証金
付月極

月極チョンセ自家

８０９,７４５２５４,４２６１,１９９４,４８６２,８５２９２,５４５６４,９８８１４４,００２９０,８８８１５４,３５９２００５年
（１００％）（３１.４２％）（０.１５％）（０.５５％）（０.３５％）（１１.４３％）（８.０３％）（１７.７９％）（１１.２２％）（１９.０６％）（構成比）
８２１,８７９３０１,２０４２,８０３８,０７１１,０７６９９,８４１１２０,６４６１２４,４３９７０,４３０９３,３６９２０１２年
（１００％）（３６.６５％）（０.３４％）（０.９８％）（０.１３％）（１２.１５％）（１４.６８％）（１５.１４％）（８.５７％）（１１.３６％）（構成比）

注：四捨五入のため，合計は１００％にならない。
出所：保健福祉部（２０１３c）『２０１２年国民基礎生活保障受給者現況』より作成。

 図７　居住中の住宅・住居生活について不便・不満な点 n＝２０７



（４）地下住居と居住環境の問題
　居住環境と関連した問題では，まず，地下空間の
居住問題がある。地下層への居住は，一戸建ての地
下倉庫など非住居用空間を住居空間に改造（大概は
違法改造）し貸すことから始まったが，建築法上住
居空間として認められ，多世帯住宅や多家口住宅の
建設により普及された（ホン・インオク ２００２）。地
上の住居空間より比較的に安い住居費で借りる，ま
たは買える住居空間であるため低所得層の居住が多
い。低所得層は，カビの発生や浸水の恐れのある住
宅と認知しながらも，今の生活水準では選択の余地
がないのである。
　さらに，暖房費の過重な負担による居住環境の問
題がある。基礎生活保障受給者においては，日本の
ような冬季加算がないため，冬場の生活環境はさら
に厳しくなる。筆者が予備調査の際訪問した高齢者
の自宅は，最低気温－１５～－１４度，最高気温－４～
－１度の寒波の中でも，オンドルの主暖房はボイラ
ーの凍破を防ぐ程度にしか使わず，電気マットだけ
で寒さをしのいでいる場合が大半だった。永久賃貸
住宅の場合は断熱処理の効果や集合住宅の利点もあ
り，一般住宅に比べ寒さは和らげるが，一般住宅の
寒さは厳しいものであった。

６．勤労活動，高齢者就労支援事業，古紙収集
（１）勤労活動に関する調査結果
　回答者の最長職業は，「農業」１１.２％，「工場労働
者」１０.２％，「建設労働者」８.３％，「事業・自営業」
８.３％，「家政婦」７.８％，「就労事業（日本の失業対策
事業に類似）」６.８％，「行商・露店」５.９％，「食堂店
員」５.４％，「掃除員」４.９％，「古紙収集」２.０％，「無
職」１２.２％などであった。
　現在の仕事は，高齢者就労支援事業と古紙収集活
動を除くと，「掃除員」２人，「行商」１人であった。
（２）高齢者就労支援事業に関する調査結果
　高齢者就労支援事業について，回答者の７１.７％が
「知っている」と答え，他制度（療養保険や老人ドル
ボム基本サービス）に比べ認知度が高かった。高齢

者就労支援事業の参加経験があると答えた人は
２２.５％（４７人）であった。参加した主な動機につい
ては，「生活費を稼ぐため」が９１.１％（４１人），少数
意見として，社会参加のため１人，退屈だから１人，
経験・知識の活用のため１人であった。
　高齢者就労支援事業の主な仕事内容は，公益型の
場合，街の掃除，小学校などの通学安全指導などの
仕事で２３人，福祉型の場合，高齢者介助・見守り，
お弁当配達などの仕事で１３人だった。ある程度の学
歴や経験を必要とする教育型の仕事は１人，共同作
業場などの市場型仕事に参加した人は９人であった。
勤務形態は，公共分野（公益・福祉・教育型）の場
合週３日の勤務で１日３時間，共同作業場の場合週
５日の勤務で１日４～５時間程度であった。
（３）古紙収集に関する調査結果
　６０歳から調査時まで，古紙収集をしたことがある
かの質問に対して，「ある」と答えた人が２０％（４２
人）で，そのうち「現在も古紙収集を続けている」
と答えた人が５７.１％（２４人）であった。
　古紙収集を続けている理由は，２４人のうち，「主
な収入ではないが家計の助けになるため」３９.１％，
「家計の主な収入源になるため」２６.１％，「小遣い程
度」が２６.１％，「他に仕事がない」などの少数意見が
あった。古紙収集上の困り事としては，「競争者
（高齢の古紙収集者）が多い」８人，「特にない」７
人，「古紙などの重さ」３人，「天気」２人，少数意
見として，「安い受け取り価格」１人，「恥ずかしい」
１人，「膝の痛み」１人であった。一方では，生活が
これ以上苦しくなっても古紙収集は恥ずかしいので
したくないとの意見もあった。
（４）高齢者の就労と生活困難
　高齢者就労支援事業による収入は，最低生計費以
下の生活を送っているにもかかわらず，扶養義務者
規定により基礎生活保障を受けられない高齢者にと
って，生計のための重要な収入源である。しかしな
がら，高齢者就労支援事業による報酬は月２０万ウォ
ンという低い水準で，勤務期間も短い（２０１３年の場
合９ケ月）ことから，安定的収入からは程遠い。
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　さらに，就労事業への参加ができない年齢になっ
た場合の対策は皆無である。同事業の年齢下限（６０
歳）は決められているが，上限については言及がな
い。調査では，８０歳以上の高齢に同事業による就労
活動をしている人が１１人いた。面接の際，彼らはい
つまでこの事業による支援を受けられるか，その収
入を得られなくなったらどうなるかとの不安の声が
あった。
　次に，古紙収集という非典型的な就労による収入
に依存している問題もある。

　古紙収集で生活を営む高齢者は以前から存在して
いた。高齢者貧困が社会問題になるにつれ，メディ
アでも取り上げるようになったが，その実態はいま
だに明らかになっていない２７）。本調査でも，最長
職業を古紙収集とあげた人が４人いた。そのうち１
人は５０代から，３人は６０代に入って古紙収集を始め
た。
　古紙収集は，高齢者が街で古紙や資源ごみを集め
収集商に持っていけば，わずかな金額であるが，収
入を得る手っ取り早い方法である。受け取り価格は，
古紙基準１０キロに８百ウォン～１千ウォンくらいで
ある。安い値段で，１日中街を回って１００キロを収
集し，遠く離れている収集商まで運んでも，手取金
額は１万ウォン程度である。しかし，高齢者が１日
１００キロを収集することは容易なことではない。重
いリアカーを引きながら街を回る人もいるが，写真
２のように中古のベビーカーで収集したものを運ぶ
人もいる。２０年以上ほぼ毎日古紙収集を続けている
○氏（８０歳代）は，「中古のベビーカーを押して１日
中街を回っても，手に入るお金は５千ウォン程度で
あり，最近は高齢の古紙収集者が増え，収入も以前
に比べ減っている」と話した。
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写真２　高齢者の古紙収集の様子（筆者撮影）

 図８　日常生活の中でもっとも負担を感じる支出項目 n＝２１０



７．生活状況
（１）生活状況に関する調査結果
　日常生活の支出のなかで，もっとも負担を感じる
支出項目（複数回答）については，「住居費」６０.０％
（１２６人），次に「食費」４２.９％（９０人），「医療費」
４１.０％（８６人），「水道光熱費」３９.０％（８２人）の順で
あった（図８参照）。
　基礎生活保障受給有無に関しては，現在，基礎生
活保障を受けていると答えた人は５４.９％（１１７人）で
ある。さらに，２０１２年に入って基礎生活保障を受け
られなくなったと答えた人は６人で，その理由は，
扶養義務者の理由（扶養義務者の所得や財産の増
加）である。
　現在の経済的な暮らし向きについては，「家計に
ゆとりがなく多少心配である」と答えた人が４０.３％
で最も多く，「家計が苦しく非常に心配である」
２４.６％，「家計にゆとりはないが，それほど心配はな
い」２２.７％，「家計にゆとりがあり，全く心配ない」
と答えた人は６.６％，「わからない」は５.７％であった。
　１年前と比べた暮らし向きの変化については，
「変わらない」が５３.６％で最も多く，「悪くなった」
３７.０％，「良くなった」，「わからない」が各４.７％を占
めている。
　図９の過去１年間の生活状況中，医療に関する部
分は，６５頁で先述した。生活状況のうち住居と関連

する項目をみると，「お金がなくて２ヶ月以上家賃
の支払いができなかったまたは家賃の支払いができ
なくなって引っ越した経験がある」と答えた人は
５.３％（１１人）であった。さらに，「お金がなくて水
道光熱費を期間内に納めなかったことがある」と答
えた人は４.３％（９人），「水道光熱費の滞納で，電気，
ガス，水道が止められたことがある」と答えた人は
１.９％（４人）であった。特に，「お金がなくて，冬
に暖房ができなかったことがある」と答えた人は，
３１.４％（６６人）であった。
　一方『２０１２年老人イルザリ参与老人実態調査』で
は，寒い冬に暖房ができなかった経験があると答え
た割合は８.０％である（韓国老人人力開発院 ２０１２b：
３９）。
　社会保険料の滞納「お金がなくて社会保険料を期
間内に納めなかったことがある」と，社会保険料の
滞納による保険給付資格の停止「お金がなくて，連
続して３ヶ月間２８），健康保険料の未納により保険
給付資格を停止されたことがある」と答えた人は，
図９のような結果になっている。
（２）生活状況の調査結果からみる生活困難
　日常生活の中もっとも負担を感じる支出項目（図
８参照）の結果からみるように，生活費のうち大き
な割合を占めている住居費の負担がもっとも大きい。
面接の際，住居費の重い負担のために，光熱費や食
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図９　過去１年間の生活



費を削るしかないと話す高齢者が多数いた。
　１年前と比べた暮らし向きの変化について，悪く
なったと答えた人が３７.０％いることも注目すべき点
である。面接の際，物価水準が高かったこと，借家
慣行の変化などによる住居費上昇により，暮らし向
きが１年前と比べ悪くなったと話した人は少なくな
い。
　基礎生活保障受給者には，現在電気料金や通信料
の割引，TV受信料の免除などの支援が行われてい
る。しかしながら，もっとも負担が重い暖房費に対
する支援は少ないために，冬場の生活状況はさらに
厳しくなる。
　基礎生活保障の扶養義務者規定の厳しい適用によ
って廃止された調査対象者の一人は，「扶養義務者
基準など法律のことはわからないが，子どもも生活
するのに精一杯である。今さら面倒を見てくれとは
言えない」と話した。この廃止によって，基礎生活
保障受給費，医療給付を受けられなくなることはも
ちろん，基礎生活保障と関連して受けてきた様々な
支援の打ち切りも意味するので，生活は一段と厳し
い状況に置かれることになる。

おわりに

　以上，筆者が行った低所得層高齢者実態調査結果
をもとに，大都市に住む高齢者の生活，特に低所得
層の生活困難の実態と社会背景，それに関連する政
策の現状を検討してきた。ここでは，これまでの考
察を踏まえ，低所得層高齢者の生活困難と生活不安，
それを解消するために必要とされる事柄について述
べたい。
　調査対象者の全体像は，非識字または低学歴によ
り，家政婦や日雇建設労働者のような不安定な労働
状況に置かれた人々であった。さらに，高齢期に入
っては，安定した収入がないうえ，長年の一人暮ら
しを続けてきたか，もしくは同居する家族がいても
子どもや孫の世話をしている人であった。厳しい社
会経済的状況の中で，出自の問題や教育機会の不在

による不安定な就労，さらに家族関係の崩壊，貧困
状態に陥る高齢者の生活問題が多く見られたのであ
る。
　基礎生活保障受給高齢者には，保護の給付額をは
るかに上回る住居費や光熱費の支出による生活困難
と，いつ基礎生活保障受給が打ち切られるかわから
ないことによる生活不安の状況がある。
　一方，最低生計費基準以下の生活を送っているに
もかかわらず，基礎生活保障を受けられない高齢者
には，不定期的な私的支援（家族の仕送りや地域の
支援），高齢者就労支援事業による少ない報酬，古
紙収集によるわずかな収入に頼る生活困難状態が続
いている。
　さらに，近年加速化している借家慣行の変貌は，
この２つの類型の低所得層高齢者にとっては，家賃
の追加負担からくる生活への圧迫，居住しているチ
ョンセ住宅がいつ月極に変わるか予想がつかないと
いう生活不安がある。
　本間（１９８４：３１３）は，「低所得不安定生活層の老
人世帯が増大する背景には，このような変化に対し
て有効な諸施策が取られなかったことがある」と指
摘している。まさに，今の韓国の状況である。家族
扶養に隠されていた高齢者の貧困問題が，家族扶養
の激減により社会問題として取り上げられ，その対
応に追われているのが低所得層高齢者をめぐる諸施
策の現状である。
　生活困難と生活不安を取り除くためには，第一に，
国民基礎生活保障制度の見直しが必要であろう。検
討してきたように現在の制度は，最低生計費基準，
扶養義務者基準など様々な問題を抱えている。国も，
急変している借家慣行と低水準の住居給付水準を認
識し，住宅ヴァウチャ─制度の導入を主とする住宅
扶助政策の改正を進めている。しかしながら，扶養
義務者基準においては，まだ根本的な改善策が提示
されていない。
　第二に，安定した住居生活のためには，現在の住
居対策だけでは対応しきれない状況がある。多家口
買入賃貸住宅の活性化など，公共賃貸住宅の拡大が
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求められている。
　第三に，支援施策の全般において言えるのは，低
所得層高齢者のため，多様な政策が実施されている
が，実際においてはその保障または支援の水準が低
く，体系化されていないことである。介護と独居高
齢者支援部門だけをみても，老人長期療養保険，老
人ドルボム基本サービス，老人ドルボム総合サービ
ス２９）などの伝達体系が複雑である。サービスの利
用者である高齢者においては，サービスの区別がつ
かないため，一貫した統一的なケア施策が必要であ
る。
　本調査は，大都市の一部地域，その中でも国また
は社会福祉機関から何らかの支援を受けている人を
対象にしているため，低所得層高齢者全体に一般化
するには限界があると思われる。さらに，永久賃貸
住宅居住者が多かったことから，一般住宅居住高齢
者の生活困難を把握するには限界があった。一般住
宅に住む高齢者の生活困難が予想以上に深刻である
ことは，研究を進めるなかで浮き彫りになった課題
である。一般住宅居住高齢者は高い家賃の負担のう
え，その住居が散在しているため永久賃貸住宅居住
者よりさらに支援の手が届きにくい。みえない貧困
ともいえる。
　また，高齢のうえ低学歴により，生活困難状況に
置かれていても，福祉サービスの情報を得られない，
または自分の声を出しにくい状況に置かれている高
齢者の把握困難の問題もある。
　本研究の背景ともいえる，低所得層高齢者の生活
歴から不安定就労・不安定住居の実像とその連鎖を
明らかにすること，雇用や住居をめぐる社会経済構
造の大きな変動が，韓国における低所得層高齢者の
貧困創出過程に与えた影響，そしてその結果として
の現在の生活との関連性を考察することは，稿を変
えて論じることとしたい。

注
１） 韓国の研究論文では「低所得層」という表現が
より多く使われている。

２） 伝貰（チョンセ）とは，一定の金額（チョンセ
金）を不動産の所有者に預けて，その利子で不動
産を借りる韓国特有の賃貸契約方式をいう。詳細
は本稿６０頁参照。

３） 統計庁『２０１２高齢者統計』，国民年金公団『国民
年金統計年報』，公務員年金公団『公務員年金統
計』私立学校教職員年金公団『私学年金統計年
報』各年度参照。

４） 一人暮らし高齢者世帯の場合，所得基準は８３万
ウォン。

５） 円に換算すると，９,４６０円。本稿作成当時の為
替レート（２０１３年１２月６日基準）は，１００ウォン：
１０円程度である。『２０１１年度老人実態調査』によ
ると，高齢者の月平均消費支出は，独居の場合６３
万４千ウォン，夫婦の場合１２０万ウォンという
（チョン・キョンヒほか ２０１２：２３４）。

６） 本稿で示している内容は基本原則であり，複雑
な基準が決められている（保健福祉部 ２０１３b：
２５-４４参照）。

７） 最低生計費から現物形態で支給される医療費・
教育費および他法律による支援額（住民税，TV
受信料等）を差し引いた金額として，所得がない
受給者が受け取れる最高額の現金給付水準を意味
（保健福祉部（２０１３）『国民基礎生活保障案内』
１４７）。

８） 日本の生活扶助に相当。
９） サグルセとは，家主にあらかじめ数か月分の家
賃を支払い，その金額から月ごとに１ヶ月分の家
賃を差し引く方式をいう（統計庁ホームページ参
照）。

１０） 賃貸期間が５０年と５年になる公共賃貸住宅であ
る。家賃は，永久賃貸住宅に比べ２倍くらい高い。

１１） 永久賃貸住宅は，低所得層のための住居政策に
より建設された住宅である。基礎生活保障受給世
帯である高齢者，障害者が多く，団地形成時から
の長期間居住で高齢化が進んでいる。団地内に社
会福祉館がある場合が多い。

１２） 最初保証金，家賃，管理費は，各永久賃貸住宅
団地ごとに異なる（SH公社ホームページ参照）。

１３） 国民賃貸住宅は，永久賃貸住宅の建設が中断さ
れた後，低所得層の住居安定のため，都市勤労者
平均所得の７０％になる者を対象にしており，賃貸
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義務期間は３０年である（キム・ヨンテ ２０１０）。
１４） 多家口住宅と多世帯住宅は，一戸建ての建物
（延面積６６０㎡以下）に，世帯別に独立した居住空
間を持っている。多世帯住宅は区分所有が可能だ
が，多家口住宅は区分所有ができないため共同住
宅と分類されない（建築法施行令第３条の４参
照）。

１５） 多家口買入住宅は，都市に住む低所得層が，現
在の収入でも，現在の生活圏域で居住できる対策
である（キム・ヨンテ ２００４）。

１６） キム・ミヒほか（２００６）参照。
１７） WHOの報告によると，韓国の２００９年基準１０万

人当たり６５歳～７４歳の高齢者自殺率は６３.１人，７５
歳以上高齢者自殺率は１０８.９人で，他の世代より
高い。日本の６５歳～７４歳の高齢者自殺率２９.１人，
７５歳以上高齢者自殺率２８.３人に比べてもはるかに
高い（WHO Health Topics参照）。

１８） ２０１３年から家事・活動支援サービス追加（骨
折・癌患者の場合，２か月間の期限で，家事支援，
外出同行）。

１９） ハンギョレ新聞（韓国），１９９２年４月５日報道。
２０） 京郷新聞（韓国），１９９５年１２月２８日報道。
２１） 社会福祉館とは，地域社会を基盤として，地域

社会の福祉問題の予防と解決のために総合的福祉
サービスを提供する施設で，１９０６年の隣保館運動
が起源である（社会福祉館協会ホームページ）。
老人福祉館とは，高齢者を対象に，余暇プログラ
ムや福祉サービスを提供する施設である。２０１３年
現在，ソウル市内には，社会福祉館９９ヶ所，老人
福祉館４４ヶ所，仁川市には，社会福祉館１９ヶ所，
老人福祉館１４ヶ所がある（各協会ホームページ参
照）。

２２） 祖孫家族は，２０００年４万５２２５世帯から２０１０年６
万８１３５世帯まで増加している（統計庁『人口住宅
総調査』各年度参照）。さらに，ヨン・ドンフン
（２００７）によると，祖孫家族は，所得水準が低い世
帯の場合，親の家出，失踪など子どもの養育放棄
によることがもっとも多いという。

２３） 統計庁の『社会調査』によると，離婚に関する
見方は，１９９８年離婚してはいけない６０.３％から，
２００８年５８.６％（両方とも「どのような理由でも離
婚してはいけない」と「理由があっても可及的離

婚してはいけない」を併せた数字）に減少してい
るものの，まだ否定的見解が支配的であった。

２４） １種医療受給権者は，国民基礎生活保障受給者
のうち勤労無能力世帯，難病患者がいる世帯，施
設受給者，他法の適用を受けている者（国家有功
者など）で，自己負担は，入院の場合は無料，薬
局は５００ウォン，病院（外来）は１,５００ウォン，MRI
等は給付請求分の５％を負担する（保健福祉部 
２０１２b：７）。

２５） 保健福祉統計年報に認定者の数は示されている
が，未利用者に対する統計は示されていない（保
健福祉部 ２０１２a参照）。

２６） 高齢者のための余暇施設であるが，近年「敬老
堂運営革新事業」により，健康管理支援，福祉サ
ービスの情報提供などに取り組んでいる。

２７） 先行研究としてイ・ボンハ（２０１１）の調査があ
る。

２８） 本質問項目は『２０１０年韓国福祉パネル基礎調査
分析報告書』の質問項目を参考にして，未納期間
を３ヶ月にしているが，２００８年９月の改訂により
「月保険料６回以上」に変更されている（国民健
康保険法施行令第２６条参照）。

２９） 老人ドルボム総合サービスは，６５歳以上の介護
が必要な高齢者を対象に，家事・活動支援の訪問
サービスと昼間保護サービスを提供しており，所
得に応じて，無料（低所得層）または最大４万８
千ウォンの利用料を負担する（保健福祉部 ２０１３a）。
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Abstract : In today’s South Korea, poverty among seniors who would have formerly been reliant on their 
dependents has emerged as a social problem due to the sharp decrease in dependent relationships. 

Measures to help low-income seniors address this problem have been urged. This paper attempts to reveal 

the living difficulties faced by low-income seniors in large cities in Korea through my survey of their living 

conditions that was conducted in 2012. To assess the precise nature of their living difficulties, their living 

conditions are inclusively studied in terms of dietary habits, health, nursing care, residence, and labor. The 

current situation involving such difficulties was created by the recent socioeconomic changes, including 

alterations in traditional tenancy in South Korea. The result of the survey shed light on the seniors’ unstable 

employment due to birth status and/or lack of educational opportunities, breakdown in their family 

relationships, and their living problems under the cycle of poverty. In addition, it was found that the altered 

traditional tenancy forced unsupported low-income seniors to shoulder the new financial burden of house 

rent, causing difficulties in their lives.

Keywords : South Korea, low-income seniors, living difficulties, living insecurities, altered traditional 
tenancy, employment support project for seniors, waste paper recycling
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